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第 2 章では，近代以前の天津初期市街地の形成及び変遷過程を論述している D 続いて，九ヶ国租界が形成され，天
津市中心市街地が旧天津城から租界へ遷移する過程を分析している。また各国租界の形成過程を明らかにしている。
第 3 章では，天津租界の形成及び発達過程における土地利用構成の変化を分析している。全租界地区の建築敷地率
は開港初期は5.2%であったが，租界返還後には17.8%に大幅に増える o 建ペい率総平均は， 1913年の7.0%から 1943






第 6 章では，天津市中心市街地の土地利用構造の変化特性を分析している D 天津市中心市街地における 1984年現状
土地用途比率は典型的な住工混合市街地の水準にあり， 2000年計画目標は住宅市街地として不適正な水準にあること
を明らかにしている O 改革解放以降，中心業務地には各種建築が建てられたが， 1980年から毎年の着工床面積は著し
く増加し， 1987年に最も大きい。
第 7 章では， 1976年震災後の天津における住宅市街地整備開発による土地利用構造変化の分析を行なっている。延
床面積は整備開発前5.14万 rrfであったが，整備開発後には9.60万 rrflこ大幅に増えている。また近年(1977""" 1987年)
の新住宅地の開発及び土地利用構造特性を分析している o
第 8 章では，工業団地及び住工混在地区における土地利用動向を分析している。今後工業団地の重点発展地区は河
東区へ移転する傾向があることを明らかにしている O
第 9 章の総括においては，本研究の成果を要約している。また，日本大都市開発事業の経験と現状を踏まえた上で，
天津市中心市街地における今後の都市開発の政策に言及している。
論文審査の結果の要旨
中国沿海州においては，市場開放の国家政策によって都市の成長が著しい。そこで，計画経済下の都市構造から市
場経済による都市成長に向けて，大きな変動が経験されている。これに対して，新たな自由主義経済型の都市計画手
法の導入を，各都市の特性を踏まえつつ適切に図ることが必要とみられる。
本論文は，以下の背景を踏まえて，近年，典型的な都市成長を経験しつつある大都市天津を取り上げ，その都市形
成の過程と現況を把握しつつ，成長の方向づけを新たな都市構造に誘導する都市計画的検討を加えたもので，次のよ
うな成果を得ている o
(1)戦前期の各国租界による都市形成過程を追跡し，改革解放前の都市構造を明らかにし，以後の成長段階に進む基礎
条件を導いている o それは都市形成史的研究情報として有用である。
(2)租界を中心とする天津都市中心部について，返還後の都市計画の位置づけと土地利用実態の変化を明らかにし，計
画経済下での中国都市の実態把握を導いているo それは都市計画上，わが国で経験されてきた現象とは異なる人口
集積の動きを示し，比較都市研究上の有用な情報となっている。
(3)天津中心市街地の土地利用が，開放経済に移行する過程で示した動きについて明らかにするとともに， 1976年震災
後の復興がもたらした変動を踏まえつつ，住宅用途地区，工業用途地区及び住工混在地区の動きを把握し，都市成
長の実態を導いている。
(4)上記の分析を基礎として，天津市の都市整備課題と政策上必要な諸条件を考察し，わが国の都市開発事業の諸経験
に照らして，今後進めるべき計画方針を示しているo すなわち，都市計画に関する技術移転に向けた一成果とみる
ことができるo
以上のように本論文は，比較都市計画研究上の新たな知見を導く上で有益な結果を示すとともに，計画経済下の都
市の市場開放にともなう都市計画方策について，実際上示唆に富んだ情報を提供し，国際化の時代に向けた都市計画
学研究として寄与をもたらしている。よって本論文は，博士論文として価値あるものと認める。
